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1 本手引きの目的

法第30条第１項の規定等により、特定都市河川流域内の宅地等以外の土地において、雨水の浸透

を著しく妨げるおそれのある行為（以下、「雨水浸透阻害行為」という。）で、1,000 ㎡以上の規模の行

為を行う者は、あらかじめ当該雨水浸透阻害行為を行う土地の区域に係る市町村長の許可を受けなけ

ればなりません。

この手引きは、日下川特定都市河川流域において、許可を要する方々（以下、「開発者等」という。）の

手続き等が円滑に進むことを目的として、ガイドライン等を参考に作成しました。

図1-1 雨水浸透阻害行為・流出抑制対策イメージ
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2 手続きの概要

2.1 申請（相談）窓口

日下川流域では、許可の権限を条例により、流域の各市町村長に移譲しています。申請手続きで不

明な点については、下表の連絡先にお問い合わせください。

表2-1 特定都市河川流域における雨水浸透阻害行為の許可申請（相談）窓口

2.2 手続きフロー

雨水浸透阻害行為の許可に係る手続きのフローは、下図のとおりです。なお、雨水浸透阻害行為の許

可により、都市計画法（昭和 43年法律第 100号）第 29条（開発行為の許可）や森林法（昭和 26

年法律第 249号）第 10条の２（開発行為の許可）等の他法令の許可申請が不要になるわけではあ

りませんので、ご注意ください。また、本法と他法令とそれぞれで流出抑制対策を求められる場合は、

各々の基準を満足する必要があります。

図2-1 雨水浸透阻害行為の許可に係る手続きフロー図

開発等区域 申請（相談）窓口 連絡先 （TEL）

土佐市 土佐市建設課 088-852-7694

佐川町 佐川町建設課 0889-22-7712

日高村 日高村建設課 0889-24-5114

特定都市河川流域内での
開発等の面積が

1,000㎡（0.1㏊）以上

事前相談不要

（事前相談）

雨水浸透阻害行為面積が
1,000㎡（0.1㏊）以上

許可申請不要

許可申請

許　可

再検討

対策工事の実施

対策工事の完了

工事完了検査

標識の設置

施設の維持管理

YES

YES

YES

NO

NO

NO
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2.3 申請資料等

事前相談や許可申請等に必要な資料は、下記のとおりです。

表2-2 事前相談や許可申請等に必要な資料一覧

【書類関係】

【図面関係】

様式名
提出

時期
名 称

提出

部数

申請様式-１ 相談 雨水浸透阻害行為 事前相談書 ２

別記様式第 ２
申請

雨水浸透阻害行為許可申請（協議）書 ２

第１号様式 雨水浸透阻害行為に関する工事及び対策工事の計画説明書 ２

申請様式-2
相談

申請
行為前後の土地利用区分面積表 ２

申請様式-3

申請

雨水浸透阻害行為前後の雨水流出量の最大値 ２

申請様式-4 政令第 9条第１項に規定する技術的基準に適合することを証する書類 ２

申請様式-5 雨水貯留浸透施設の管理に関する実施計画書 ２

第２号様式
変更

雨水浸透阻害変更許可申請（協議）書 ２

第３号様式 雨水浸透阻害行為変更届出書 ２

第４号様式 着手 雨水浸透阻害行為に関する工事着手届出書 ２

別記様式第 ３ 完了 雨水浸透阻害行為に関する工事完了届出書 ２

別記様式第 ４ 工事

廃止

雨水浸透阻害行為に関する工事廃止届出書 ２

― 廃止の理由及び廃止に伴う措置を記載した書類 ２

第５号様式 ― 雨水浸透阻害行為に関する工事の検査済証 ―

様式名
提出

時期
名 称 縮尺

提出

部数
図面-1

相談

申請

行為区域位置図 1/50,000 以上 ２

図面-2 行為区域区域図 1/2,500 以上 ２

図面-3 現況地形図（行為前） 1/2,500 以上 ２

図面-4 現況土地利用求積図（行為前） 1/2,500 以上 ２

図面-5 土地利用計画図（行為後） 1/2,500 以上 ２

図面-6 土地利用計画求積図（行為後） 1/2,500 以上 ２

図面-7 排水施設計画平面図 1/2,500 以上 ２

図面-8

申請

対策工事の位置図 1/2,500 以上 ２

図面-9

対策工事の計画図

①雨水貯留浸透施設の形状

②雨水貯留浸透施設の構造の詳細

（プラスチック製品の品質証明書）

①：1/2,500 以上

②：１/500 以上
２

図面-10 標識設置位置図 1/2,500 以上 ２

図面-11
工事

廃止

廃止時の当該土地の現況地形図（雨水浸透阻

害行為に関する工事に着手していた場合）
1/2,500 以上 ２

図面-12

完了

設置した雨水貯留浸透施設の位置及び形状を

明らかにした図面
1/2,500 以上 ２

図面-13
設置した雨水貯留浸透施設の構造詳細図（プラ

スチック製品の品質証明書）
1/500以上 ２
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【その他資料関係】

表２－３ 図面に明示すべき事項一覧

様式名 名称 提出部数

資料-1 現況写真（写真撮影位置図を添付） ２

資料-2 土地の登記事項を示す書類（全部事項証明書の写し） ２

資料-3 公図の写し ２

資料-4 工事工程表（任意様式） ２

資料-5
その他必要な資料（土地利用形態を示す書類：固定資産土地課税台帳記

載事項証明書の写し等）
２

図面番号 名 称 明示すべき事項
図面-1 行為区域位置図 地形図に行為区域の位置を赤色で表示

図面-2 行為区域区域図
行為区域の区域、県界、市町村界、市町村区域内の町

または字の境界、土地の地番、土地の形状

図面-3 現況地形図（行為前）

地形、行為区域の境界並びに流出係数の区分ごとの

現況（行為前）土地利用形態及び当該土地利用形態

ごとの面積（申請様式-2 の行為前面積）

また、既存排水施設の位置

なお、等高線は２ｍの標高差を示すもの

図面-4 現況土地利用求積図（行為前）
現況地形図（行為前）（図面-3）で明示した土地利用

形態ごとの面積の根拠となる求積図

図面-5 土地利用計画図（行為後）

行為区域の境界並びに流出係数の区分ごとの計画

（行為後）土地利用形態及び当該土地利用形態ごと

の面積（申請様式-2 の現況（行為前）土地利用形態

ごとに整理された行為後面積）

また、計画排水施設の位置

図面-6 土地利用計画求積図（行為後）
土地利用計画図（行為後）（図面-5）で明示した、土

地利用形態ごとの面積の根拠となる求積図

図面-7 排水施設計画平面図
排水施設の位置、排水系統、吐口の位置及び放流先

の名称

図面-8 対策工事の位置図 対策工事の計画位置又は計画区域及び集水区域

図面-9

対策工事の計画図

①雨水貯留浸透施設の形状

②雨水貯留浸透施設の構造の詳細

（プラスチック製品の品質証明書）

①平面図、縦断面図及び横断面図により示す

②流入口及び放流口の構造を含むもの

図面-10 標識設置位置図 －

図面-11

廃止時の当該土地の現況地形図

（雨水浸透阻害行為に関する工事に

着手していた場合）

―

図面-12
設置した雨水貯留浸透施設の位置及

び形状を明らかにした図面
平面図、縦断面図及び横断面図により示す

図面-13
設置した雨水貯留浸透施設の構造詳

細図（プラスチック製品の品質証明

書）

流入口及び放流口の構造を含むもの
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2.4 留意事項

事前相談や申請・許可にあたっては、本手引きの３章や４章を必ずご確認ください。

また、申請手続きには、その内容の確認等に期間を要することから、まずは早めの事前相談をお願

いします。

-----------------------------------------------------------------------------

３ 事前相談

3.1 目的

雨水浸透阻害行為の許可に係る事前相談は、開発者等の行為が許可を要するものであるか、事前

に判断を行い、以降の申請手続きを円滑に行うために実施するものです。

したがって、雨水浸透阻害行為であるかどうかに関わらず、特定都市河川流域内での開発等の面積

が 1,000 ㎡（0.1ha）以上の場合は、「3.2 事前相談に必要な資料」を作成の上、「2.1 申請（相談）

窓口」へご提出ください。

3.2 必要な資料

事前相談に必要な資料は表3-1 のとおりです。当該資料をもとに、雨水浸透阻害行為の許可の要

否を判断します。

表３－１ 事前相談に必要な資料一覧

【書類関係】

【図面関係】

※図面-7 については、事前相談時に作成していれば添付してください。

様式名 名 称

申請様式-1 雨水浸透阻害行為許可事前相談書

申請様式-2 行為前後の土地利用区分面積表

様式名 名 称 縮 尺 明示すべき事項

図面-1 行為区域位置図 1/50,000 以上 地形図に行為区域の位置を赤色で表示

図面-2 行為区域区域図 1/2,500 以上
行為区域の区域、県界、市町村界、市町村区域内の町

または字の境界、土地の地番、土地の形状

図面-3
現況地形図

（行為前）
1/2,500 以上

地形、行為区域の境界並びに流出係数の区分ごとの現

況（行為前）土地利用形態及び当該土地利用形態ごと

の面積（申請様式-2 の行為前面積）

また、既存排水施設の位置

なお、等高線は２ｍの標高差を示すもの

図面-4
現況土地利用

求積図（行為前）
1/2,500 以上

現況地形図（行為前）（図面-3）で明示した土地利用

形態ごとの面積の根拠となる求積図

図面-5
土地利用計画図

（行為後）
1/2,500 以上

行為区域の境界並びに流出係数の区分ごとの計画

（行為後）土地利用形態及び当該土地利用形態ごとの

面積（申請様式-2 の現況（行為前）土地利用形態ごと

に整理された行為後面積）

また、計画排水施設の位置

図面-6
土地利用計画

求積図（行為後）
1/2,500 以上

土地利用計画図（行為後）（図面-5）で明示した土地

利用形態ごとの面積の根拠となる求積図

図面-7

（※）

排水施設計画

平面図
1/2,500 以上

排水施設の位置、排水系統、吐口の位置及び放流先の

名称



8

【その他資料関係】

３.3 許可を要する行為

雨水の流出量を増大させるおそれのある「雨水浸透阻害行為」とは、雨水が流出しにくい山地、林地、

耕地及びローラー等の建設機械を用いて締め固められていない土地など宅地等以外の土地において

行われる、以下の（１）～（３）に該当する行為です。その規模が 1,000 ㎡以上の行為については、法第

30条の規定により、許可が必要となります。

（１） 宅地等にするために行う土地の形質の変更

（２）土地の舗装（コンクリート等の不浸透性の材料で土地を覆うことをいい（１）に該当するものを除

く。）

（３）（１）及び（２）のほかに、土地からの流出雨水量を増加させるおそれのある次の行為

・ ゴルフ場、運動場その他これらに類する施設（雨水を排除するための排水施設を伴うものに限

る。）を新設し、又は増設する行為

・ ローラーその他これに類する建設機械を用いて土地を締め固める行為（既に締め固められて

いる土地で行われる行為を除く。）

なお、「宅地等」とは、法第２条第９項及び法施行令（平成16年政令第 168号）（以下、「政令」と

いう。）第１条第１項に規定される利用形態が、宅地、池沼、水路、ため池、道路、鉄道路線及び飛行場

となっている土地です。

雨水浸透阻害行為の許可の要否については、表 3-2、表 3-3、表３－４をご確認ください。

表3-2 雨水浸透阻害行為の許可の要否一覧表

様式名 名 称

資料-1 現況写真（写真撮影位置図を添付）

資料-2 土地の登記事項を示す書類（全部事項証明書の写し）

資料-3 公図の写し

資料-４
その他必要な資料（土地利用形態を示す書類：固定資産土地課税台帳記載事項証明書

の写し等）
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表3-3 雨水浸透阻害行為の許可の要否に係るケーススタディ

表3-４ 許可を要しない雨水浸透阻害行為等の一覧
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また、それぞれの雨水浸透阻害行為の面積が面積要件未満であっても、次のいずれかに該当する場

合は、一体開発として全体の許可が必要です。

<許可が必要となる事例＞

① 同一事業者（申請者）が隣接地を１年以内に開発する場合

② 隣接する同一権利者の土地を１年以内に開発する場合

③設置が機能的に一体と認められる隣接する土地の開発を５年以内に行う場合

（１） 相互に隣接する土地で行われる開発行為が、次のいずれにも該当する場合

ア それぞれの開発区域の土地の所有者又は開発行為をしようとする者が、同一、二親等

内の血族又は夫婦であるとき。

イ 開発行為に着手する日が、隣接する土地の開発行為の完了した日から１年以上経過し

ていることを証明できないとき。

（２） 相互に隣接する土地で行われる開発行為のうち、道路、公園その他公共施設の設置を伴う

ものが、次のいずれにも該当する場合

ア 道路の設置が、機能的に一体のものと認められるとき。

イ 開発行為に着手する日が、隣接する土地の開発行為の完了した日から５年以上経過し

ていることを証明できないとき。

雨水浸透阻害行為面積

＝A1＋A2

＝1,500 ㎡＞1,000 ㎡
→ 許可が必要

（開発済部分を含む）

雨水浸透阻害行為面積

＝A1＋A2

＝1,500 ㎡＞1,000 ㎡
→ 許可が必要

（開発済部分を含む）

雨水浸透阻害行為面積

＝A1＋A2

＝1,500 ㎡＞1,000 ㎡
→ 許可が必要

（開発済部分を含む）
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3.4 土地利用形態の定義と流出係数

表 3-2 に示す土地利用形態の定義と流出係数については、表 3-５をご参考ください。

なお、土地利用形態の判断にあたっては、申請時点における最新の土地利用状況に基づいて行うこ

とが基本であり、現地写真や航空写真、登記書類等により判断することになりますが、これにより難い場

合は、課税の状況確認や農業委員会への意見聴取により、総合的に判断します。

また、流出係数については、流出雨水量の最大値を算定する際に用いる土地利用形態ごとの流出係

数を定める告示（平成16年国土交通省告示第 521号）で定められた値を基本とします。なお、これに

より難い場合は別途ご相談ください。

表3-５ 土地利用形態の定義と流出係数

種別 定義等 流出係数

１ 宅地※１

宅地の定義は、次に掲げる建物（工作物を含む。以下同じ。）の用に

供するための土地をいうものであり、土地登記簿に記載された地目

等を参考に判断する。なお、工作物には、太陽光発電施設を含む。

・現況において、建物の用に供している土地・過去において、写真及

び 図面等で建物の用に供していたことが明らかな土地

・近い将来に宅地として利用するため、造成されている土地

0.90

２ 池沼、水路及びため池 常時又は一時的に水面を有する池沼、水路及びため池をいう。 1.00

３ 道路

一般の交通の用に供する道路（高架の道路及び軌道法（大正 10

年法律第 76 号）に規定する軌道を含む。）をいうものであり、当該

道路の敷地の範囲を含む。なお、道路法（昭和 27 年法律第 180

号）に規定する道路かどうかを問わない。

法面なし

0.90

法面あり

※２

４ 鉄道線路
鉄道の敷地のうち、線路の敷地の範囲（高架の鉄道を含む。）をい

う。なお、操車場は鉄道線路には含まない。

５ 飛行場
空港、ヘリポート等（飛行場の外に設置された航空保安施設の敷地

を含む。）をいう。

６
排水施設が整備

されたゴルフ場

排水施設の設置目的から、ゴルフ場の敷地の全てではなく、当該排

水施設の集水範囲の対象となる区域の土地をいう。
0.50

７

排水施設が設置された

運動場その他これに類

する施設

運動場の敷地の全てではなく、当該排水施設の集水範囲の対象と

なる区域の土地をいう。
0.80

８ 締め固められた土地

運動場、資材置き場、未舗装駐車場、鉄道の操車場等、目的を持っ

て締め固められ、建築物が建築できる程度又は通常車両等が容易

に走行できる程度に締め固められた土地（６及び７に掲げるものを

除く。）をいい、単に整地がなされた土地及び捨土又は十分に締め

固められていない盛土がなされた土地等は含まない。

ただし、公園の芝生広場等、整備の施工段階で一旦締め固められた

土地であっても、十分耕起が行われることによって、整備後、通常車

両等が容易に走行できる程度までは締め固められていない状態と

なっているものは、締め固められた土地には該当しない。

0.50

９ 山地
平均勾配※３が 10％以上の土地（１から８まで及び 11に掲げるも

のを除く。）をいう。
0.30

10 林地・原野
平均勾配※３が 10％未満で、一体的に林又は草地等を形成してい

る土地（１から８まで及び 11 に掲げるものを除く。）をいう。
0.20

11 耕地
耕作の目的に供される土地（水田（灌漑中であるか否かを問わ

ない。）を含む。）をいう。
0.20
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※１ 過去において建物の用に供されていたことが明らかな土地は、一度宅地であった土地と同様に雨水が浸透し

にくい土地であると想定されるため、宅地として取り扱うものとする。なお、太陽光発電施設の用に供するため

の土地は、宅地として取り扱うものである。

※２ 法面（コンクリート等の不浸透性の材料により覆われた法面の流出係数は1.00、人工的に造成され植

生に覆われた法面の流出係数は0.40 とする。）及び法面以外の土地（流出係数は0.90 とする。）の

面積により加重平均して算出される値

※３ 平均勾配の算出方法
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3.5 日下川特定都市河川及び特定都市河川流域

日下川流域に係る特定都市河川及び特定都市河川流域の区域については、図３－１のとおりです。

なお、下記の県ホームページにおいて、特定都市河川流域の詳細図を PDF形式で公表していますの

で、当該データから、開発等の区域が特定都市河川流域内であるかどうかを確認してください。

なお、流域界付近での開発行為である等、特定都市河川流域内であるかどうか判断に迷う場合

は、「2.1 申請（相談）窓口」へお問い合わせください。

図3-1 日下川 特定都市河川及び特定都市河川流域の全体図

日下川特定都市河川及び特定都市河川流域（詳細図）ホームページアドレス
https://www.pref.kochi.lg.jp/doc/2024120200063/file_contents/file_20241254135718_1.pdf
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3.6 行為を行う土地の面積の算定

雨水浸透阻害行為をする土地の面積の算定は、開発等の行為の区域のうち、雨水浸透阻害行為を

行おうとする宅地等以外の土地の面積の合計によるものとし、申請様式-2 や図面-3～6 により算定す

ることを基本とします。なお、面積は鉛直投影面積とします。

様式の作成や面積の算定にあたっては、下記のフローをご参考ください。

（１） 現況（行為前）の土地利用形態の整理 ステップ 1

「表 3-５ 土地利用形態の定義と流出係数」を参考に、開発等の行為を行う区域内の現況の土地利

用形態を整理し、図面-3（現況地形図（行為前））や図面-4（現況土地利用求積図（行為前））の作成

を行います。

図3-２ 現況（行為前）の土地利用形態整理イメージ

（２） 計画（行為後）の土地利用形態の整理 ステップ2

ステップ 1で整理した土地利用形態（エリア）ごとに、計画（行為後）の土地利用形態を整理し、図面

-5（土地利用計画図（行為後））や図面-6（土地利用計画求積図（行為後））の作成を行います。

図3-３ 計画（行為後）の土地利用形態整理イメージ

エリアNO.1
宅地0.03ha

エリアNO.2
道路0.01ha

エリアNO.3
水田0.07ha

エリアNO.５
水田0.06ha

エリアNO.６
畑0.06ha

エリアNO.４
畑0.05ha

エリアNO.５
宅地:0.05ha
道路:0.01ha

エリアNO.2
道路0.01ha

エリアNO.４
宅地0.05ha

P

エリアNO.1
宅地0.03ha

エリアNO.3
宅地0.07ha

エリアNO.6
宅地:0.05ha
道路:0.01ha

駐車場(未舗装)
0.03ha

宅地 道路 水田 畑

1 0.03 0.03

2 0.01 0.01

3 0.07 0.07

4 0.05 0.05

5 0.05 0.01 0.06

6 0.02 0.01 0.03 0.06

計 0.22 0.03 0.00 0.00 0.03 0.28

面積（ha）

宅地等 耕地
ｴﾘｱ

NO.
駐車場

(未舗装)
計

宅地 道路 水田 畑

1 0.03 0.03

2 0.01 0.01

3 0.07 0.07

4 0.05 0.05

5 0.06 0.06

6 0.06 0.06

計 0.03 0.01 0.13 0.11 0.00 0.28

面積（ha）

宅地等 耕地
ｴﾘｱ

NO.
駐車場

(未舗装)
計
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（３）現況と計画（行為前後）の土地利用面積を集計 ステップ3

ステップ 1、ステップ 2で整理した現況と計画の土地利用形態毎の面積を、申請様式-2（行為前後

の土地利用区分面積表）に入力します。これにより、雨水浸透阻害行為面積が算定されます。

今回のケースでは、開発区域 0.28ha に対し、現況（行為前）で既に宅地等であった面積0.0４ha

（エリア No.1、2）を除いた 0.24ha が雨水浸透阻害行為面積となり、1,000 ㎡（0.1ha）を超えるこ

とから、許可申請が必要となります。

表3-６ 申請様式-2（行為前後の土地利用区分面積表）の記入例

申請様式-２

行為前後の土地利用区分面積表

事業区域位置 住所 ●●町××10番地

行為面積 0.24(ha)  事業エリア面積 0.28(ha)

行為前後の土地利用区分

土地利用の形態の細区分 流出係数
行為前面積

（ha）

行為後面積

（ha）

増減

（ha）

宅地 0.90 0.0300 0.2200 0.1900

沼地 1.00

水路 1.00

ため池 1.00

道路（法面を有しないもの） 0.90 0.0100 0.0300 0.0200

道路（法面を有するもの）

鉄道線路（法面を有しないもの） 0.90

鉄道線路（法面を有するもの）

飛行場（法面を有しないもの） 0.90

飛行場（法面を有するもの）

太陽光パネル 0.90

不浸透性材料により舗装された土地

（法面を除く）
0.95

不浸透性材料により覆われた法面 1.00

ゴルフ場（雨水を排除するための排水施

設を伴うものに限る）
0.50

運動場その他これに類する施設（雨水を

排除するための排水施設を伴うものに限

る）

0.80

ローラーその他これに類する建設機械を

用いて締め固められた土地
0.50 0.0300 0.0300

山地 0.30

人工的に造成され植生に覆われた法面 0.40

林地、耕地、原野その他ローラーその他

これに類する建設機械を用いて締め固め

られていない土地

0.20 0.2400

0.2800 0.2800 0.2400

0.300 0.857

雨水浸透阻害行為面積の合計 0.2400 ha

※0.1ha（1,000m2）以上の場合、申請の対象

区分

面積計

平均流出係数

第２号

関 連

第

３

号

関

連

上記第1号

から第3号

に掲げる

土地以外

の土地

そ の 他

宅

地

等

に

該

当

す

る

土

地

第

1

号

関

連

宅

地

等

以

外

の

土

地
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4 申請・許可

4.1 許可申請に必要な資料

「3 事前相談」で雨水浸透阻害行為の許可申請が必要となった場合は、表 4-1 の資料を作成し、

「2.1 申請（相談）窓口」へ提出してください。雨水浸透阻害行為による流出雨水量の増加を抑制する

ための対策工事（以下、「対策工事」という。）の計画が、政令で定められた技術的基準に従い講じたも

のであるかどうか等の審査を行います。

表4-1 許可申請に必要な資料一覧

【書類関係】

【図面関係】

様式名 名 称 明示すべき事項

別記様式第 2 雨水浸透阻害行為許可申請（協議）書

第 1号様式
雨水浸透阻害行為に関する工事及び対策工事

の計画説明書

工事の計画の方針、行為区域内

の土地の現況及び土地利用計画

並びに対策工事に係る雨水貯留

浸透施設の計画

申請様式-2 行為前後の土地利用区分面積表 （事前相談時作成）

申請様式-3 雨水浸透阻害行為前後の雨水流出量の最大値

申請様式-4
政令第 9条第１項に規定する技術的基準に適合

することを証

申請様式-5 雨水貯留浸透施設の管理に関する実施計画書

様式名 名 称 縮 尺 明示すべき事項

図面-1 行為区域位置図 1/50,000 以上 （事前相談時作成）

図面-2 行為区域区域図 1/2,500 以上 （事前相談時作成）

図面-3 現況地形図（行為前） 1/2,500 以上 （事前相談時作成）

図面-4 現況土地利用求積図（行為前） 1/2,500 以上 （事前相談時作成）

図面-5 土地利用計画図（行為後） 1/2,500 以上 （事前相談時作成）

図面-6 土地利用計画求積図（行為後） 1/2,500 以上 （事前相談時作成）

図面-7 排水施設計画平面図 1/2,500 以上

排水施設の位置、排水系統、

吐口の位置及び放流先の名

称

図面-8 対策工事の位置図 1/2,500 以上
対策工事の計画位置又は計

画区域及び集水区域

図面-9

対策工事の計画図

①雨水貯留浸透施設の形状

②雨水貯留浸透施設の構造の詳細

（プラスチック製品の品質証明書）

①：1/2,500 以上

②：1/500 以上

①平面図、縦断面図及び横

断面図により示す

②流入口及び放流口の構造

を含むもの

図面-10 標識設置位置図 1/2,500 以上
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【その他資料関係】

4.2 政令で定められた技術的基準

対策工事の必要最低限の技術的基準は、雨水浸透阻害行為を行う土地の区域において、政令第９

条、法施行規則（平成16年国土交通省令第 64号）（以下、「規則」という。）第 21条で定める基準

降雨が発生した場合においても、流出雨水量の最大値が当該雨水浸透阻害行為によって増加すること

のないよう定められたものです。

図4-1 対策工事による流出雨水量の抑制イメージ

（１）技術的基準となる降雨（強化降雨）

日下川流域では、技術的基準となる降雨を、流域水害対策計画において「都市浸水の発生を防ぐべ

き目標となる降雨」として定めている「平成26年８月台風12号の降雨」としています。

強化降雨については、表４-２のとおりです。なお、「3.5 特定都市河川及び特定都市河川流域」と同

様、当県のホームページで公表しています。

（２）流出係数

流出係数については、「3.4 土地利用形態の定義と流出係数」をご確認ください。

様式名 名 称

資料-1 現況写真（写真撮影位置図を添付）

資料-2 土地の登記事項を示す書類（全部事項証明書の写し）

資料-3 公図の写し

資料-4 工事工程表（任意様式）

資料-5
その他必要な資料（土地利用形態を示す書類：固定資産土地課税台帳記載事項証明

書の写し等）

日下川流域の技術的基準となる降雨
https://www.pref.kochi.lg.jp/doc/2024120200063/file_contents/file_2025626412046_1.pdf
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表4-２ 日下川流域における技術的基準となる降雨
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（３）対策工事の規模の算定

ア 流出雨水量の算定

流出雨水量は次に掲げる式により、10 分ごとに算定します。

Q=1/3600 × f × r × A × 1/10000

Q：行為区域からの流出雨水量（ｍ３/s） f ：行為区域の平均流出係数

r ：強化降雨における洪水到達時間内平均降雨強度値（mm/h）

（洪水到達時間は 10分とする。）

A：行為区域の面積（㎡）

イ 浸透施設の見込み方

対策工事の手法として浸透施設を計画するときのその効果の見込み方は、当該浸透施設の雨水

の浸透能力を流量に換算し、流出雨水量から控除して行います。

ウ 貯留規模の算定方法
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4.3 対策工事の検討

「4.2 政令で定められた技術的基準」に適合する対策工事の検討に当たっては、県ホームページに

公表している調整池容量計算システム（Excel 版）を活用することができます。

○ 県ホームページアドレス

（１）行為前後の流出係数を算定 ステップ 1

調整池容量計算システムの「流出係数算出」シートに、申請様式-2（行為前後の土地利用区分面積

表）で整理した行為前後の土地利用形態ごとの面積を入力します。

当該シートで自動算定される平均流出係数と申請様式２で自動算定された平均流出係数が等しくな

っているか確認してください。

図4-２ 「流出係数算出」シートの入力例

行為前 行為後 0.28
0.300 0.857 行為前Σ(fn*an)

0.08

土地利用の形態の細区分 流出係数
行為前面積
（ha）

行為後面積
（ha）

－ 0.2800 0.2800

宅地 0.90 0.0300 0.2200 0.03

池沼 1.00 0.00

水路 1.00 0.00

ため池 1.00 0.00

道路(法面を有しないもの） 0.90 0.0100 0.0300 0.01

道路（法面を有するもの） 0.00

鉄道線路（法面を有しないもの） 0.90 0.00

鉄道線路（法面を有するもの） 0.00

飛行場（法面を有しないもの） 0.90 0.00

飛行場（法面を有するもの） 0.00

太陽光パネル 0.90 0.00

不浸透性材料により舗装された土地（法
面を除く）

0.95 0.00

不浸透性材料により覆われた法面 1.00 0.00

ゴルフ場（雨水を排除するための排水施
設を伴うものに限る）

0.50 0.00

運動場その他これに類する施設（雨水を
排除するための排水施設を伴うものに限
る）

0.80 0.00

ローラーその他これに類する建設機械を
用いて締め固められた土地

0.50 0.0300 0.00

山地 0.30 0.00

人工的に造成され植生に覆われた法面 0.40 0.00

林地、耕地、原野その他ローラーその他
これに類する建設機械を用いて締め固め
られていない土地

0.20 0.2400 0.05

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

計

そ

の

他

流出係数算定結果

上
記
第
１
号
か
ら
第
３
号
に
掲

げ
る
土
地
以
外
の
土
地

宅
地
等
以
外
の
土
地

雨水浸透阻害行為の技術基準として設定する流出係数

第
２
号

関
　
連

区分

第
３
号

関
　
連

宅
地
等
に
該
当
す
る
土
地

第
１
号
関
連

流出係数の値が申請様式-2

の平均流出係数と一致してい

るかを確認してください。

申請様式-2 で整理した

面積を入力してください。
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（２）技術的基準となる降雨の確認 ステップ2

調整池容量計算システムの「降雨強度」シートに、日下川特定都市河川流域の技術的基準となる降

雨の値があらかじめ入力されていますので、誤って消去していないか確認してください。

図4-3 「降雨強度」シート

※降雨は対象地域の降雨に変更して下さい

時 分
降雨量

（mm/h）
時 分

降雨量
（mm/h）

時 分
降雨量

（mm/h）
時 分

降雨量
（mm/h）

0 0－10 4.0000 6 0－10 12.0000 12 0－10 48.0000 18 0－10 16.0000

10－20 4.0000 10－20 12.0000 10－20 48.0000 10－20 16.0000

20－30 4.0000 20－30 12.0000 20－30 48.0000 20－30 16.0000

30－40 4.0000 30－40 12.0000 30－40 48.0000 30－40 16.0000

40－50 4.0000 40－50 12.0000 40－50 48.0000 40－50 16.0000

50－60 4.0000 50－60 12.0000 50－60 48.0000 50－60 16.0000

1 0－10 3.0000 7 0－10 8.0000 13 0－10 46.0000 19 0－10 30.0000

10－20 3.0000 10－20 8.0000 10－20 46.0000 10－20 30.0000

20－30 3.0000 20－30 8.0000 20－30 46.0000 20－30 30.0000

30－40 3.0000 30－40 8.0000 30－40 46.0000 30－40 30.0000

40－50 3.0000 40－50 8.0000 40－50 46.0000 40－50 30.0000

50－60 3.0000 50－60 8.0000 50－60 46.0000 50－60 30.0000

2 0－10 0.0000 8 0－10 34.0000 14 0－10 41.0000 20 0－10 7.0000

10－20 0.0000 10－20 34.0000 10－20 41.0000 10－20 7.0000

20－30 0.0000 20－30 34.0000 20－30 41.0000 20－30 7.0000

30－40 0.0000 30－40 34.0000 30－40 41.0000 30－40 7.0000

40－50 0.0000 40－50 34.0000 40－50 41.0000 40－50 7.0000

50－60 0.0000 50－60 34.0000 50－60 41.0000 50－60 7.0000

3 0－10 1.0000 9 0－10 42.0000 15 0－10 35.0000 21 0－10 8.0000

10－20 1.0000 10－20 42.0000 10－20 35.0000 10－20 8.0000

20－30 1.0000 20－30 42.0000 20－30 35.0000 20－30 8.0000

30－40 1.0000 30－40 42.0000 30－40 35.0000 30－40 8.0000

40－50 1.0000 40－50 42.0000 40－50 35.0000 40－50 8.0000

50－60 1.0000 50－60 42.0000 50－60 35.0000 50－60 8.0000

4 0－10 7.0000 10 0－10 34.0000 16 0－10 24.0000 22 0－10 1.0000

10－20 7.0000 10－20 34.0000 10－20 24.0000 10－20 1.0000

20－30 7.0000 20－30 34.0000 20－30 24.0000 20－30 1.0000

30－40 7.0000 30－40 34.0000 30－40 24.0000 30－40 1.0000

40－50 7.0000 40－50 34.0000 40－50 24.0000 40－50 1.0000

50－60 7.0000 50－60 34.0000 50－60 24.0000 50－60 1.0000

5 0－10 9.0000 11 0－10 29.0000 17 0－10 13.0000 23 0－10 6.0000

10－20 9.0000 10－20 29.0000 10－20 13.0000 10－20 6.0000

20－30 9.0000 20－30 29.0000 20－30 13.0000 20－30 6.0000

30－40 9.0000 30－40 29.0000 30－40 13.0000 30－40 6.0000

40－50 9.0000 40－50 29.0000 40－50 13.0000 40－50 6.0000

50－60 9.0000 50－60 29.0000 50－60 13.0000 50－60 6.0000

基準となる降雨はあらかめ入力されています

ので、このシートでの作業は特にありません。
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（３）行為前後の 10分ごとの流出量を算定 ステップ3

調整池容量計算システムの「流出計算（Q-T グラフ）」シートで流出計算を行います。流出計算条件

（行為面積や行為前後の流出係数）の入力を確認し、計算を実行してください。

図4-4 「流出計算（Q-T グラフ）」シートの入力例

図4-４ 「流出計算（Ｑ－Ｔグラフ）」シート入力例

計算後は、「流出計算（Q-T グラフ）」シートで算出された行為前後の雨水流出量の最大値と調整

池容量計算システムとは別の申請様式-3（雨水浸透阻害行為前後の雨水流出量の最大値）との値が

一致しているか確認してください。

図4-５ 「流出計算（Q-Tグラフ）」シートと申請様式-3の値の確認例

本例では、行為前の最大雨水流出量がＱ=0.01120 ㎥/s であるのに対し、行為後の最大雨水

流出量がＱ=0.03360 ㎥/s となっていることから、雨水貯留浸透施設の設置により、その差分のＱ

=0.02240㎥/s 以上を抑制する必要があります。

面積、流出係数が申請様式-2

の平均流出係数と一致している

かを確認してください。

面積、流出係数

の確認後、計算

実行をクリック

申請様式-３
（日下川：本郷）

雨水浸透阻害行為前後の最大雨水流出量

合理式 Ｑ＝１/360・ｆ・ｒ・Ａ

Ｑ：流量（㎥／ｓ）
ｆ：流出係数　（申請様式－２より）
ｒ：最大降雨強度(10分間）（ｍｍ／ｈ） 48.00 （日下川流域：本郷観測所）
Ａ：集水面積（ｈａ）（申請様式－２より）

① 行為前の最大雨水流出量

Ｑ＝１／360× 0.300 ×48.0× 0.2800 ＝ 0.01120 ㎥／ｓ

② 行為後の最大雨水流出量

Ｑ＝１／360× 0.857 ×48.0× 0.2800 ＝ 0.03200 ㎥／ｓ

よって，

㎥／ｓ－　 0.01120 ㎥／ｓ ＝ 0.02080 ㎥／ｓ

㎥／ｓ分をカットする対策が必要。

0.03200

0.02080

雨水流出量の最大値

が一致しているか

確認してください
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（４） 流出量に対する浸透施設の効果の反映 ステップ4

ステップ３で算定した流出量に対し、浸透施設を計画していれば、その効果を反映します。浸透施設の

計画の有無で手順が異なりますので、ご留意ください。

ア 浸透施設を設置しない場合

調整池容量計算システムの「流出計算（QS-T グラフ）」シートで流出計算条件を「浸透施設な

し」として計算してください。

図4-6 「流出計算（QS-Tグラフ）」シートの入力例（浸透施設がない場合）

イ 浸透施設を設置する場合

調整池容量計算システムの「浸透施設能力」シートで、浸透施設の諸元を入力してください。浸透マ

ス、浸透トレンチ、透水性舗装、その他の施設について、比浸透量・飽和透水係数・設置数量及び影響

係数をそれぞれ入力します。

なお、日下川流域における比浸透量、飽和透水係数は図４－７の値を参考に入力してください。

図4-７ 日下川流域における比浸透量、飽和透水係数の設定値

① 浸透施設なしを選択

② 計算実行/再設定をクリック
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また、空隙貯留がある場合は、「雨水貯留浸透施設の比浸透量・空隙体積計算エクセル」に浸透施

設の諸元を入力し、算出された空隙体積合計（ｍ３）を「浸透施設能力」シートに入力してください。な

お、空隙率は 100％と記入してください。

入力が完了すると「浸透施設能力算定結果」及び「空隙貯留量算定結果」が自動計算されます。

図4-８ 「浸透施設能力」シートの入力例

「浸透施設能力」シートを入力後、「流出計算（QS-T グラフ）」シートで流出計算条件を「浸透施設

あり」とし、計算を実行してください。

図4-９ 「流出計算（QS-Tグラフ）」シートの入力例（浸透施設がある場合)

② 別エクセルファイルで

計算した体積を入力

（空隙率は 100％）

① 施設の設置数量、

別シートで計算した

比浸透量、飽和透水

係数を入力

③ 浸透施設能力算定結果及び空隙貯留量算定結果が表示されます

② 計算実行/再設定をクリック

① 浸透施設ありを選択
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（５） 雨水貯留浸透施設の規模等の概算 ステップ5

調整池容量計算システムの「調整池容量の概算」シートで、自然調節方式による雨水貯留浸透施設

の必要容量やオリフィス径の概算を確認できます。調整池高を入力し、計算を実行してください。

図4-１０ 「調整池容量の概算」シートの入力例（浸透施設なしの場合）

（６）雨水貯留浸透施設の規模等の決定 ステップ6

調整池容量計算システムの「調節計算」シートで、計画する雨水貯留施設の規模等を入力し、その評

価を行います。ステップ 5の概算結果等を参考に、総合評価が「O.K」となるまで繰り返し計算します。

なお、今回は自然調節方式の場合を例示します。

図4-１１ 「調節計算」シート入力例（浸透施設なしの場合、自然調節方式）

① 調整池の高さを入力

② 計算実行をクリック

③ 計算結果が出力されます

出力される必要容量は１ha当たりの値であり、

今回の例（行為面積0.28ha）での概算容量は、

2,220ｍ3/ha × 0.28ha ＝ 622ｍ3 とな

ります。

① 雨水浸透貯留施設の水深、容量、オリフィス径・

敷高を入力
※水深の最大値は施設の計画高水位とします。

※本表は水深-容量の関係を表しているため、直方体形

式の施設の場合は、No.1 は水深・容量ともに0,

No.2は水深・容量ともに最大値を入力します。

④ 計算結果に基づくハイドログラフ

が表示されます。

③ 総合評価が「OK」か確認

② 計算実行をクリック



26

（７）申請様式-4（政令第９条第１項に規定する技術的基準に適合することを証する書類）の作成

ステップ7

ステップ 4、ステップ 6の計算結果を申請様式-4（政令第９条第１項に規定する技術的基準に適

合することを証する書類）に整理してください。

図4-１２ 申請様式-４の作成例

申請様式-４

流出抑制施設諸元

調整池諸元 浸透施設諸元 空隙貯留量諸元
放流口径（2段オリフィスの場合は，上・下段の雨諸元を記載） 浸透能力 m3/s 空隙貯留量 m3

下段
上段（２段オリフィ

スの場合）

形状 円形 ます部

直径 0.062 （1） （2） （3）
高さ － 内容（１） 内容（２） 内容（３）

幅 － 1 1.00 1.00 1.00 1

0.200 2 1.00 1.00 1.00 2

3 1.00 1.00 1.00 3

調整池諸元 ポンプ諸元(ポンプ排水を用いた場合) 4 1.00 1.00 1.00 4

Ｈ Ｖ Ｈ Q 5 1.00 1.00 1.00 5

0.000 0.00 6 1.00 1.00 1.00 6

2.000 800.00 7 1.00 1.00 1.00 7

8 1.00 1.00 1.00 8

9 1.00 1.00 1.00 9

10 1.00 1.00 1.00 10

浸透管部

（1） （2） （3）

内容（１） 内容（２） 内容（３）

1 1.00 1.00 1.00 1

2 1.00 1.00 1.00 2

3 1.00 1.00 1.00 3

4 1.00 1.00 1.00 4

5 1.00 1.00 1.00 5

6 1.00 1.00 1.00 6

7 1.00 1.00 1.00 7

8 1.00 1.00 1.00 8

9 1.00 1.00 1.00 9

10 1.00 1.00 1.00 10

（1） （2） （3）

内容（１） 内容（２） 内容（３）

1 1.00 1.00 1.00 1

2 1.00 1.00 1.00 2

3 1.00 1.00 1.00 3

4 1.00 1.00 1.00 4

5 1.00 1.00 1.00 5

6 1.00 1.00 1.00 6

7 1.00 1.00 1.00 7

8 1.00 1.00 1.00 8

9 1.00 1.00 1.00 9

10 1.00 1.00 1.00 10

（1） （2） （3）

内容（１） 内容（２） 内容（３）

1 1.00 1.00 1.00 1

2 1.00 1.00 1.00 2

3 1.00 1.00 1.00 3

4 1.00 1.00 1.00 4

5 1.00 1.00 1.00 5

6 1.00 1.00 1.00 6

7 1.00 1.00 1.00 7

8 1.00 1.00 1.00 8

9 1.00 1.00 1.00 9

10 1.00 1.00 1.00 10

調節計算結果

最大流入量（行為後） 0.031990 m3/s

最大放流量 0.009900 m3/s ＜ 許容放流量 0.011200 m3/s

設置数量
（単位）

【その他】
1単位あたり

体積

（ｍ
3
）

空隙率
（％）比浸透量（㎡）

飽和透水係数
（m/hr）

単位設計浸透能（ｍ3/ｈｒ/単位） 影響係数

放流口形状
【浸透マス】

設置数量
（個）比浸透量（㎡）

飽和透水係数
（m/hr）

【浸透トレンチ】
設置数量

（ｍ）比浸透量（㎡）
飽和透水係数

（m/hr）

【透水性舗装】
設置数量

（㎡）比浸透量（㎡）
飽和透水係数

（m/hr）

【その他】

管底位置（池底から）

単位設計浸透能（ｍ3/ｈｒ/m） 影響係数 砕石部

単位設計浸透能（ｍ3/ｈｒ/㎡） 影響係数

【浸透トレン
チ】

1mあたり
体積

（ｍ3）

体積

（ｍ3）

空隙率
（％）

【透水性舗
装】

1m 2あたり

体積

（ｍ
3
）

空隙率
（％）

対策工事における雨水貯留浸透施設の規模
政令第９条第１項に規定する技術的基準に適合することを証する書類

単位設計浸透能（ｍ3/ｈｒ/個） 影響係数 砕石部
【浸透マス】
1個あたり

体積

（ｍ3）

体積

（ｍ3）

空隙率
（％）
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水位流量ハイドログラフ

行為後流入量

浸透考慮後流入量

調節後放流量

許容放流量

調整池水位

ステップ６で整理した雨水貯留施

設の諸元を記入
ステップ４で整理した浸透施設

の諸元を記入

ステップ６で出力された対策後の

ハイドログラフをコピーして、貼り付け
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（８）その他

本手引きで解説している調整池容量計算システムは、国土交通省が公表したシステムにあらかじめ

日下川流域の技術的基準となる降雨を入力したものであり、下記の国のホームページにユーザーズマ

ニュアルや使用条件等が公表されていますので、本手引きに記載されていない内容については、当該情

報をご確認ください。

○ 国ホームページアドレス（調整池容量計算システム）

https://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/kasen/chouseichi/index.html
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5 対策工事の実施等

5.1 対策工事の実施等に必要な資料

対策工事の実施等に必要な資料は表5-1 のとおりです。

表5-1 対策工事の実施等に資料一覧

【書類関係】

【図面関係】

【書類関係】

提出時点 様式名 名 称 明記すべき事項

変更 第 2号様式 雨水浸透阻害変更許可申請（協議）書

変更に係る事項、変更の理由、雨

水浸透阻害行為の許可の許可番

号

変更 第 3号様式 雨水浸透阻害行為変更届出書
工事着手予定日又は工事完了予

定日

工事着手 第 4号様式
雨水浸透阻害行為に関する工事着手届

出書

工事完了 別記様式第 3
雨水浸透阻害行為に関する工事完了届

出書

廃止 別記様式第 4
雨水浸透阻害行為に関する工事廃止届

出書

雨水浸透阻害行為の許可の許可

番号、工事廃止年月日、工事を廃

止した行為区域に含まれる地域の

名称

廃止 ―
廃止の理由及び廃止に伴う措置を記載

した書類

その他 その他様式-1 施設管理者等変更届出書

（交付） 第５号様式
雨水浸透阻害行為に関する工事の検査

済証
（市町村から交付）

提出時点 様式名 名 称 縮 尺 明示すべき事項

工事廃止 図面-11

廃止時の当該土地の現況地形図

（雨水浸透阻害行為に関する工事

に着手していた場合）

1/2,500 以上

工事完了 図面-12
設置した雨水貯留浸透施設の位置

及び形状を明らかにした図面
1/2,500 以上

平面図、縦断面図及び横

断面図により示す

工事完了 図面-13

設置した雨水貯留浸透施設の構造

詳細図（プラスチック製品の品質証

明書）

1/500 以上
流入口及び放流口の構

造を含むもの

提出時点 様式名 名 称

適宜 資料-5 その他必要な資料（現地写真等）
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5.2 許可後の主な手続き等

（１） 申請・届出内容に変更があった場合

雨水浸透阻害行為の区域の位置や規模、対策工事の計画など、許可を受けた内容を変更したい

場合は、改めて許可が必要となります。第 2号様式及び「4.1 許可申請に必要な資料」のうち別記

様式第2を除く資料（変更に係るもの）により、申請を行ってください。

なお、雨水浸透阻害行為に関する工事や対策工事に係る着手予定日又は完了予定日の変更につ

いては軽微な変更となりますので、第 3号様式により、遅滞なく届出を行ってください。

（２） 工事着手時

雨水浸透阻害行為に関する許可後、対策工事に着手した際は、速やかに、第 4号様式（雨水浸透

阻害行為に関する工事着手届出書）により届出を行ってください。

（３） 工事の完了時

雨水浸透阻害行為に関する工事の完了時は、別記様式第3により届出を行ってください。また、届

出の際は、設置した雨水貯留浸透施設の位置及び形状を明らかにした図面や構造詳細図を添付し

てください。

（４）工事を廃止する場合

雨水浸透阻害行為に関する工事を廃止する場合は、別記様式第4により、届出を行ってください。

また、届出の際は、廃止の理由及び廃止に伴う措置を記載した書類を提出するとともに、雨水浸透阻

害行為に関する工事に着手していた場合は、廃止時の当該土地の現況地形図や写真を添付してくだ

さい。

（５）工事完了の検査

工事完了の届出後は、流域市町村が雨水浸透阻害行為に関する工事が法第 32条の政令で定

める技術的基準に適合しているかどうかについて検査を行います。

また、当該基準に適合していると認められた場合は、第５号様式（雨水浸透阻害行為に関する工事

の検査済証）の交付を行います。

（６）標識の設置

工事完了の検査で、技術的基準に適合していると認められた後は、雨水貯留浸透施設周辺に居

住し、又は事業を営む者の見やすい場所に、下記内容が記載された標識の設置を行う必要がありま

す。

① 雨水貯留浸透施設の名称

② 雨水浸透阻害行為に関する工事の検査済証番号

③ 雨水貯留浸透施設の容量（容量のない施設にあっては規模）及び構造の概要

④ 雨水貯留浸透施設が有する機能を阻害するおそれのある行為をしようとする者は県知事等

の許可を要する旨

⑤ 雨水貯留浸透施設の管理者及びその連絡先

⑥ 標識の設置者及びその連絡先

標識のイメージは図 5-1のとおりです。

標識の設置位置等については、許可申請時において、図面-10 により協議の上、決定します。ま

た、標識の設置は、市町村で行います。
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図5-1 雨水浸透阻害行為の標識イメージ

図5-1 雨水浸透阻害行為の標識イメージ

（７） 雨水浸透貯留施設の管理者等を変更する場合

設置した雨水浸透貯留施設の管理者等を変更する場合は、その他様式-1 により届出を行ってく

ださい。
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６ 構造等に関する留意事項

６.1 雨水浸透施設

雨水浸透施設に関する構造等の基準は、（公社）雨水貯留浸透技術協会編の以下の図書を参照し

て計画するものとします。

・増補改訂 雨水浸透施設技術指針（案）調査・計画編

・増補改訂 雨水浸透施設技術指針（案）構造・施工・維持管理編

特に、以下の（１）から（３）の項目に関して留意してください。

（１）透水係数

日下川流域では、以下の値を使用します。

① 浸透マス、浸透トレンチ

砂：3.5×10－5ｍ/ｓ シルト：4.5×10－６ｍ/ｓ

② 透水性舗装

砂・シルト：2.0×10－６ｍ/ｓ

（２）使用材料

①充填材

単粒度砕石 20～40mmの使用を標準とします。

② 透水シート

幅５cmあたりの引張り強さが 294N以上、透水係数1.0×10－3～1.0×10－4ｍ/ｓ以上、厚さ

0.1～0.2mm以上のものを標準とします。

（３）構造等

①浸透トレンチ

・前後に浸透マスを設けて土砂の流入を防いでください。

・最大延長は、清掃などの維持管理を考慮して管径の 120倍以下を標準とします。

② 斜面からの離隔

斜面の近傍部では、浸透施設をのり肩から以下の離隔を確保してください。

６.2 雨水貯留施設

雨水貯留施設に関する構造等の基準は、（公社）雨水貯留浸透技術協会編の以下の図書を参照し

て計画するものとします。

・増補改訂 流域貯留施設等技術指針（案）

斜面高 斜面角度 のり肩部からの離隔

２ｍ未満 30度以上 １ｍ以上

２ｍ以上
30度以上 70度未満 １ｍもしくは斜面高の２倍以上のどちらか大きい方

70度以上 ２ｍもしくは斜面高の２倍以上のどちらか大きい方


